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研究成果の概要（和文）：東日本大震災の被災地域において、高齢者ケアやレストラン事業など障害者雇用に取り組む
中小企業の調査を行った。これら企業は被災しながらも障害者の雇用維持に努め、地域との関係づくりを強化している
状況が明らかになった。またタイの国際シンポジウムにて、震災後に障害者雇用を通じたハーブ栽培と加工を行う社会
的企業の事例をとりあげつつ、研究発表を行った。これによりアジアの他地域に対しても適用可能な、災害復興時の企
業行動モデルを検討することができた。

研究成果の概要（英文）：We conducted a survey of small and medium-sized companies which were engaged in 
the employment of persons with disabilities in some industries such as elderly care and restaurant 
business in the areas affected by the Great East Japan Earthquake. It was found that these companies were 
keen to maintain employment of even people with disabilities even under the hard situation after the 
disaster and keep to build and strengthen the relationship between them and the local community. At the 
International Symposium of Thailand, we took up the case of the social enterprise to carry out the 
processing and herbs cultivation through the employment of persons with disabilities after the 
earthquake. We were able to examine the corporate behavior model which also can be applied to the other 
areas of Asia in the process of a disaster reconstruction .

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 

2006年 12月、国連で障害者の基本的人権
の保護・促進のため「あらゆる形態の雇用に
関し、障害を理由とする差別を禁止する」こ
となどを定めた障害者権利条約が採択され、
日本政府も 2007 年 9 月に署名した。同条約
の批准に向けて国内法の整備が求められて
いる中、本年８月には、障害者に対する社会
的障壁の除去のための「合理的配慮」の必要
性を明記した改正障害者基本法が公布・施行
されるに至っている。しかしながら、こうし
た制度的潮流があるにも関わらず、障害マネ
ジメントの取り組みは日本企業では十分と
はいい難い。障害者の法定雇用率 1.8％に対
して、民間企業の障害者の実雇用率は、毎年
着実な伸びはあるものの 1.68％（平成 22 年
６月現在厚生労働省発表）とまだ十分な数値
レベルに至っているとはいえない。 

従来、障害者雇用は福祉的観点から行政の
支援スキームのもとに進められる傾向が強
く、企業の取り組み事例についても現場管理
的な発想やノウハウを紹介するものは多く
見受けられるが、戦略的なマネジメント・モ
デルを構想する志向性に乏しかったと言っ
てよい。一方で、就労後のうつ病対策など、
メンタルヘルス・ケアの一環として復職支援
が注目されるなど中途障害者への職業リハ
ビリテーションも喫緊の課題となっている。
これらの課題を統合させ社内の障害問題に
主体的に取り組むための障害マネジメント
の構築が、CSR及び生産性向上の観点から日
本企業において今後求められてくると言え
よう。 

とりわけ 2011 年３月の東日本大震災発生
以降、中小企業を中心に事業継続計画
（Business continuity planning、BCP）策
定の必要性が叫ばれているが、そこにおいて
は障害を有する人への雇用維持、雇用創出の
配慮は十分に議論されていないどころか、一
部において障害労働者の切捨てという状況
が伝えられている。障害マネジメントへの配
慮を欠かない事業継続のモデルを産業界に
認知・浸透させる必要があるといえる。 

そこで、被災しながらも障害者雇用を続け
た東北の企業を対象にケーススタディを行
い、災害時の障害マネジメントに関する理念
や具体的な障害社員の雇用継続・復職支援、
活動評価と改善などの一連の活動など、障害
マネジメント・システムの災害時運用につい
て検証と提言を試みたい。 

 

２．研究の目的 

 

本研究「障害マネジメントの災害時モデル
構築に関する研究」では、障害マネジメント
（disability management）（注）の概念にも
とづき、災害時の事業継続施策として展開可
能な、障害のある社員へのケア、職場復帰支
援等の雇用管理の方法について考察し、モデ

ル構築と提言を行う。とりわけ東日本大震災
で被災した東北の障害者雇用企業がどのよ
うに事業停止の危機を乗り越え、障害のある
社員に支援をなし得たかについて調査し、そ
の課題と可能性について検討する。 

 

海外（欧米）では障害マネジメントの企業
内浸透が進み、理論的、歴史的、実証的考察
が詳細に行われている（Hooser, J.V. & Rice, 

B. D.,1989, Szymanski E. M. & Parker R. 

M. (ed.), 2003, Harder, H., & Scott, L. 2005

など).。一方、国内では労働・福祉論分野に
おける障害マネジメントの概念紹介が散見
されるものの（工藤 2004、独立行政法人労
働政策研究・研修機構 2005など）、経営学
的観点からの障害マネジメントのケースス
タディや有効なモデル構築の研究は十分に
進んでいない状況にあると言える。 

 本研究申請者は、企業倫理・CSR論を専攻
し、とりわけ企業と NPO の協働による企業
市民活動に関心を有して理論及びフィール
ド研究を行ってきたが、企業が障害者就労の
支援を NPO と行うにあたり地域社会貢献の
意義はあっても、社内の雇用促進との有機的
連携がとれていないこと、その背景には障害
マネジメントのような全社的な経営コンセ
プトの欠落があることを感じるに至った。そ
こで平成 21 年（2009）度より 3 年間にわた
って、申請者は「障害マネジメント戦略のモ
デル構築に関する理論的研究」（単、科学研
究費補助金・若手研究（Ｂ）21730286）につ
いて助成を受け、その成果を「中途障害者の
雇用管理に関する理論モデルの構築：米国
ADA 法制の“合理的配慮”アプローチと障
害管理プログラムの検討」（単、日本経営倫
理学会大会（慶應義塾大学）09.10.23）、「障
害マネジメントの多様性マネジメントへの
戦略的包摂：国内 IT 系企業の在宅就労支援
ケースの考察」（単、日本経営学会（甲南大
学）11.9.9）等で精力的に発表してきた。本
申請課題においては、これまでの研究をいっ
そう深化させるとともに、東日本大震災の教
訓を踏まえて、災害時の企業の事業継続と障
害者の雇用継続の両立を可能にするような
マネジメント・システムについて提言を行う
ことを目指す。 

 

注）障害マネジメント 

（disability management）：個人のニーズ、
労働環境、企業のニーズおよび法的責任に取
り組む、連携のとれた努力を通じて、障害者
の雇用を促進することを意図した職場での
プロセス（ＩＬＯ『職場において障害をマネ
ジメントするための実践綱領』、2001） 

 

３．研究の方法 

 
本研究は以下の 3点を研究計画・方法の骨

子としたい。 
（１）文献レビューを通じて障害マネジメン



ト概念について歴史的展開過程と最新の研
究動向を追う。とりわけ災害時の障害のある
社員への対応、災害後のＰＴＳＤ等の発症に
対する社員ケアの方法論について注視する。 
（２）宮城・福島・岩手の被災県の障害者雇
用企業を中心に、障害マネジメントの取り組
みと震災時・後における障害のある社員への
対応について実地調査を行う。これを通じ事
業継続計画にフィードバックされるべき障
害マネジメント上の教訓・課題についてモデ
ル化を試みる。 
（３）国内外の障害マネジメント関連の研究
会議に参加し、国際的潮流における日本の障
害マネジメントの方向性について把握する。 
 
具体的には、国内外の研究文献の検討、研

究会議参加を通じて、障害マネジメントの概
念の進展を把握するとともに、災害時におけ
る有効な障害マネジメント戦略のモデルに
ついて、企業の実務担当者たちと対話を重ね
ながら、妥当とされる概念図を提示したい。  
先行事例研究としては独立行政法人労働

政策研究・研修機構の月刊誌『働く広場』
（2011 年 7・8 月号）で紹介されている、東
日本大震災で被災した仙台市内の会員企業 2
社の事例などがあげられるが、たとえば知的
障害のある社員については平時からの誘導
訓練が重要なことが伺えるが、その他の注視
できるポイントについて他の事例も含め、独
自のヒアリングを行って行きたいと考える。
また、Australia's Disability Employment 
Conference 等の国内外の研究会議に参加し、
研究領域の最新動向の把握に努めるほか、本
研究科地域イノベーション研究センターの
復興調査研究プロジェクトや地域発イノベ
ーション事例調査プロジェクトに参加する
ことを通じて、障害マネジメントと被災者自
立の関連についてテーマを深掘りしていく。
また科研費基盤研究(B)「震災復興下におけ
る当事者主導型ソーシャルイノベーション
の研究」（研究代表者：大滝精一）の研究分
担者として合同研究・調査で得られた知見を
本研究にフィードバックしていく。 
 
４．研究成果 
 2012 年度は、６月から７月にかけて、有限
会社井上技建（石巻市）、株式会社アップル
ファーム（仙台市）など震災後も障害者雇用
に取り組む中小企業の調査を行った。これら
企業は被災しながらも障害者の雇用維持に
努め、地域との関係づくりを強化している状
況が明らかになった。さらに１０月にはフロ
ニンゲン大学 Medical Center（オランダ）
において開催された  Work Disability 
Prevention and Integration(WDPI 2012)国
際会議に参加し、障害マネジメントの国際的
動向や政策上・実務上の課題について詳細に
情報収集した。またニートやひきこもり、障
がいを抱えた若者や大震災の被災者による
コメ作りの就労を支援する NPOフェアトレー

ド東北の事例について文献調査し、その成果
を他の事例とともに「ニート、ひきこもりの
就労を支援する会社」（水尾順一、田中宏司
編『安心・安全、絆の経営：CSR と人権・労
働』白桃書房, 2013.4）においてまとめた。 
2013 年度は、前年度に実施した被災地企業

調査のうち、障害者雇用を核とした地域復興
に取り組む株式会社アップルファームのケ
ースについて、RA の協力を得て追加調査を行
った。本事例研究の成果は、「障がい者の戦
略的雇用から始まる地域復興―株式会社ア
ップルファーム」『地域発イノベーションⅢ 
震災からの復興・東北の底力』河北新報出版
センター（2014年3月）としてまとめられた。
さらに国際会議 Australia's Disability 
Employment Conference 2013（アデレード、
8 月）に参加し、障害マネジメントの環太平
洋圏の動向や政策上・実務上の課題について
詳細に情報収集した。  
2014 年度は、障害マネジメントの理論的基

礎を探究することとし、近年の雇用情勢との
関連から、ニート・ひきこもりの若者層を生
み出すに至っている日本企業の人事評価視
点について批判的に検討を行った。その中で、
東大の本田由紀氏が唱える「ハイパー・メリ
トクラシー（超・業績主義）」化の概念に立
脚し、日本企業の過剰なまでの能力要請が若
者に圧力をもたらし、努力の方向を見出し得
ないまま求職活動に失敗するなかで、就労意
欲が減退したり、適応障害につながるような
さまざまな問題を引き起こしているという
見方を提示した。これら論考は「ニート・ひ
きこもりの現状と国内企業の支援策」として、
日本学術振興会経営問題第108委員会（第390
回本会議）にて報告され（2015.2.8、北九州
市立大学）、同委員会発行の機関誌『経営問
題』第７号（2015.7、29-39）に掲載された
（なお本稿は拙稿「ニート、ひきこもりの就
労を支援する会社」（水尾順一、田中宏司編
『安心・安全、絆の経営：CSR と人権・労働』
白桃書房, 2013.3）に一部加筆等の編集を加
えて掲載するものである）。さらに国際会議
Australia's Disability Employment 
Conference（2014.8 ゴールドコースト）に参
加し、障害マネジメントの環太平洋圏の動向
や政策上・実務上の課題について詳細に情報
収集した。 
 2015 年度は、日本経営倫理学会日タイシン
ポジウム（タイ・バンコク、タマサート大学
ビジネススクール、4月 30 日）にて、震災後
の企業行動について、障害者雇用を通じたハ
ーブ栽培と加工を行う社会的企業（多賀城フ
ァーム）の事例をとりあげつつ、研究発表を
行った。当該シンポジウムに参加したことで、
震災後の企業行動について広くアジア・タイ
の研究者と知見を共有し、アジアの他地域に
対しても適用可能な、災害時の企業行動モデ
ルを検討することができた。さらに 23rd 
NORDIC ACADEMY OF MANAGEMENT CONFERENCE
（デンマーク・コペンハーゲン、コペンハー



ゲン・ビジネススクール、8 月 12 日から 14
日）に参加し情報収集を行った。Business in 
Society をテーマとする当該国際会議に参
加したことで、北欧諸国における企業の多様
性や持続可能性に関する社会的責任の取り
組み、社会的起業等の最新動向について広範
に情報収集することができた。これにより、
障害者配慮を基礎づける日欧の経営プラク
ティスの異同について把握することが可能
となった。 
 本研究課題「障害マネジメントの災害時モ
デル構築に関する研究」は当年度で終了する
が、今後は「多様性マネジメントと地域レジ
リエンスに関する統合的研究」へと発展させ
ていくことを考えている。当該研究では、地
域社会の防災・減災面での強靭さ（レジリエ
ンス）を高め得る重要な要素として、地域企
業における多様性（ダイバーシティ）マネジ
メントに着目し、女性や障害者、被災者等の
多様な人材の雇用管理の方法について考察
し、災害時のすみやかな雇用回復施策として
展開可能な、あらたな多様性マネジメントの
モデル構築と提言を行う。とりわけ東日本大
震災の復興過程において多様性マネジメン
トの取り組みを通じて事業成果を生み出し
ている事例を対象に、どのように多様な人材
の雇用支援をなし得たかについて調査し、そ
の課題と可能性について検討していきたい。 
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